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研究成果の概要（和文）：北海道渡島大沼をモデル地域として、湖の富栄養化問題の解決と地域

の持続性確保を目的とする社会参加アプローチを導入した持続可能な未来のための教育（ESD）

を実践した。その結果、大沼の環境保全や地域発展のための自治体の政策立案に寄与して水質

改善にむすびつくとともに、大沼の国際ラムサール条約登録など、持続的な環境保全の枠組み

と組織づくりが実現し、ESD における社会参加アプローチの有効性を示している。 

 
研究成果の概要（英文）： The social participation approached programs of the education 
for sustainable development(ESD) were introduced at Lake Ohnuma and its community for 
the model area aiming to both the solution of the lake eutrophication problem and the 
promotion of the regional sustainability. As a result, ESD programs contributed to the 
policy making of the local government for the environmental preservation and the social 
development of the Ohnuma are. The policy promoted the lake water quality improvement, 
the organization of environmental preservation system such as the registration for 
International Ramsar Convention. All these facts verify the effectiveness of the social 
participation approach in ESD. 
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１．研究開始当初の背景 
 我が国は国連総会で 2005〜2014 年を持続
可能な開発のための教育の 10 年(DESD)とす
ることを提案し、世界の先頭に立って ESD に
取り組むことが注目されており、湖沼の富栄
養化、ゴミ問題、地下水・土壌汚染などの地
域環境問題の解決と同時に地域の持続的発
展性を確保する安価な問題解決法として、持
続可能な未来のための教育手法が注目され
ていた。 

 
２．研究の目的 
 国連が推進する ESD(持続可能な未来のた
めの教育)の理念を,地域環境問題に象徴さ
れる非持続性問題の解決に応用するうえで、
「社会参加アプローチ」が有効に機能するか
否かを検証しようとする。そのため、特定地
域において発生している地域環境問題を解
決するための対策計画を策定し、学習者の問
題解決活動への「社会参加」が中心になるよ
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うな ESD プログラムを設計・実践して、地域
環境問題の解決と持続性向上への貢献度か
ら「社会参加アプローチ」による ESDの有効
性を検証する。 
 
３．研究の方法 
 本研究では,3 年間の期間内において,年度
ごとに設定した 3つの目標を設定し研究を進
めた。 
(1)ESD理念にもとづいて,地域環境問題の解
決対策リストとスケジュールを仮定した問
題解決の対策計画を構想した。 
(2)サービス・ラーニングの理論と問題解決
計画にもとづいて,学習者の「社会参加」を
促す ESD プログラムを設計・実践し,問題解
決と持続性確立への貢献度から開発プログ
ラムの効果を評価した。 
(3)地域社会への ESD導入における社会参加
アプローチの有効性を検証した。 
 
４．研究成果 
(1)未解決の地域環境問題を抱えたモデル地
域の選定 
（渡島大沼をモデル地域に選定した理由） 
 国定公園に指定されるほど風光明媚な景観
を保有し、国際ラムサール条約の登録候補地
として賢明な自然の利用が求められている北
海道渡島大沼では、湖水の富栄養化により過
去三十数年間水質環境基準を超過し、明瞭な
地域環境問題を保有しているため、渡島大沼
をモデル地域に選定した。 
(2)モデル地域の環境・社会・経済問題の調査
と分析 
（渡島大沼の富栄養化問題の原因分析） 
 現在、渡島大沼では富栄養化によって在来
水生植物種の約半数が消滅し、水の華が夏期
に発生し、漁業生産や観光資源である景観悪
化の問題が現れていた。富栄養化の原因分析
により、水の汚れが顕著となった1990年代以
降、大沼の基幹産業である畜産では1万頭を越
える養牛が行われており、畜産圧力と大沼水
質との関連性を検討したところ、肉牛飼育頭
数および生乳生産量とCOD値との間に有意
(p<0.01)な正の相関が認められた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 このことから大沼への主要なリン・窒素負荷
源として年間推定11万トン超の家畜排泄物が
強く疑われ、流域内の草地や飼料耕地に投入
されている堆肥や液肥の過剰施用の問題があ
るものと考察された。 

（渡島大沼の富栄養化問題の背景） 
 このような問題が発生する背景には、1990
年以降における我が国の食糧政策が国内自給
体制からグローバルな自由貿易体制へと転換
し、それに対応して輸入穀物を主原料とする
濃厚配合飼料を多用する大規模集約型肥育畜
産が補助金によって奨励された農業政策の転
換が関わっていた。 
 そのため、渡島大沼の富栄養化問題の解決
は崩壊した湖沼生態系を回復する課題ととも
に、地域の畜産業を貿易依存型の工業的畜産
から地域循環型の農畜連携畜産に転換する課
題、地域の経済を投機型から持続型に転換す
る課題が存在するものと思われた。 
 
(3) ESD 理念にもとづくモデル地域の環境問
題解決計画の設定 
（渡島大沼の富栄養化問題の解決の展望） 
 大沼の環境改変と改善対策の歴史にもとづ
いて以下の10段階のマトリックスを考案した。 
  
 問題 事 実 解決法 具体策 （予定） 
1 不明 不明確 なし なし 
2 認定 被害/被害者 個人的 アオコ発生 釣人ヘラブナ稚魚放流 
3 現象 汚染源/排出 組織的 ジュンサイ消滅 漁協ワカサギ卵移植 
4 技術 物質循環 技術的 流域下水道 ヘドロ浚渫 炭素繊維筏 
5 生態 種多様性  生態的 ヤナギ植栽 ヨシ植栽筏（湿地の復元） 
6 経済 経済的対立 経済的 北海道・七飯町予算 民間環境基金 
7 政策 政治的背景 法政的 大沼活性化ビジョン（堆肥施用条例など） 
8 持続 投資/利益 持続的 有機農畜産（バイオガス/液肥利用など） 
9 発展 新産業モデル 発展的 エコツーリズム（循環農業・エネルギー産業） 
10 倫理 世代間平等 超世代的 （未開拓） 
 

(4)問題解決活動に関与する学習者の社会参
加の可能性追求と条件の検討 
（大沼地域フォーラムの開催） 
 大沼の富栄養化問題の実態と改善対策お
よびその効果を地域住民に周知するため、
北海道環境研究会および日本環境教育学会
北海道支部が共催する「大沼地域フォーラ
ム2011」において研究報告会を行い、大沼
のラムサール条約登録の意義と可能性、先
行登録地である霧多布湿原における住民参
加による環境保全と賢明な利用の取組み事
例を報告した。 
（渡島大沼青年環境サミットの開催） 
 大沼における主要なESDプログラムとし
て2010年、2011年、2012年に実施した「渡
島大沼青年環境サミット」をとおして３回
の「大沼環境アピール」が高校生から提案
され、大沼を管理する七飯町および北海道
に送付することで青年層の社会参加を実現
した。その結果、七飯町からの回答書が寄
せられ、2008年七飯町によって策定された
「大沼地域活性化ビジョン」重点施策の中
で「恵まれた環境等の保全」が取組まれて
いることを確認した。 
(5)環境問題解決と持続性向上への貢献度 
についての評価指標・尺度の設定 
（大沼流域と水質モニタリング体制確立） 
 大沼の環境問題の解決には流域監視と水
質モニタリングが欠かせない。流域監視で
はおもに耕作地や飼料草地における堆肥の
野積みや過剰施肥の監視を行った。その結



果、2010年以降、短期間の堆肥野積みはみ
られたものの、大沼流域内での堆肥施用に
起因する大規模な汚水流出事故は認められ
なかった。また、水質モニタリングとして
大沼遊覧船運行会社によって気温、水温、
水位、透明度、電気伝導率ECなどの定点観
測が毎日実施され、大沼への塩類負荷と透
明度の低下が融雪期と夏期の降雨時に著し
く、高水温期には底質からの湧昇負荷も無
視できないことが明らかとなった。春期の
平均透明度では顕著な改善がみられていな
いが、北海道環境科学センタ―による定点、
定期観測によれば大沼のCOD75%値は2011年
に環境基準を三十数年ぶりに下回り、明ら
かに水質改善の傾向が現れている。 

 
(6)社会参加アプローチによるESD プログラ
ムの試作と使用テキストの編纂 
（渡島大沼環境フォーラムの記録） 
 2011年に実施した「大沼環境フォーラム
2011」および2012年に実施した「大沼ラム
サールシンポジウム2012」の講演記録をテ
キスト化し、現在刊行予定である。 
（青年環境サミット事前学習資料） 
 2010,2011,2012年に実施した「渡島大沼
青年環境サミット」の参加者のしおり、事
前学習プレゼンテーションファイルをもと
に、他のESDプログラムでも使用できるテキ
ストを印刷予定である。 
(7)試作した社会参加ESD プログラムの試行
実践による貢献度の評価 
（ESD プログラム参加者数による評価） 
 大沼地域フォーラム 2011は参加者数 50名
であった。渡島大沼青年環境サミット 2010，
2011，2012 の参加者数は高校生がそれぞれ
27 名、30名、25名、大学生がそれぞれ 13名、
11 名、13 名で生徒・学生合計 119 名、教員
数 40 名であった。大沼ラムサールシンポジ
ウム 2012は 30 名の参加者を数えた。これら
ESD プログラムの参加者合計はのべ 239 名に
のぼった。 
（ESD プログラム参加者アンケートの評価） 
 渡島大沼青年環境サミット 2010，2011，
2012 の参加高校生を対象とする事後アンケ
ートの集計から参加者の満足度を 5点満点で
自己評価を求めたところ、平均点では 2010
年に 4.35 点、2011 年に 4.31 点、2012 年に
4.32点と、どの年度においても極めて高い満

足度が得られた。また、ESD プログラムの効
果として、大沼の富栄養化問題の原因や解決
の展望についての理解、持続可能な発展性あ
る地域社会づくりの重要性の認識、提案した
環境アピールの実現性については高い評価
が得られたが、持続可能な地域社会が実現す
ることへの確信は個人差が大きく、必ずしも
高いとは言えなかった。 
（環境アピールの社会的インパクト） 
渡島大沼青年環境サミット 2010，2011，2012
で策定され、地元自治体に提言された３回の
環境アピールのうち、七飯町「大沼地域活性
化ビジョン」として地域政策に組み込まれた
ものとしては、大沼流域における畜産農家か
ら排出される家畜排せつ物の適正管理、自然
河川への再生、大沼に生息する鳥類・魚類等
の生息環境の保全、河川水質の浄化対策、エ
コツーリズムの推進、環境学習に対応した公
園施設・水辺環境の整備、水辺スポーツ施設
の整備、新たな観光ツアー（エコツアー）の
創造などがあげられる。さらに、このような
多彩な ESDプログラムが継続的に実施されて
いることが 2012 年 7 月に渡島大沼が国際ラ
ムサール条約の登録湿地に指定された根拠
の一つとなったことは大きな成果と言える。 
(8)地域社会への ESD 導入における社会参加
アプローチの有効性の検証 
（ESD プログラムにおける社会参加の拡大） 
 2010 年、2011 年の渡島大沼青年環境サミ
ットでは提案された環境アピールを自治体
に報告するという一方向的な社会参加にと
どまっていたが、2012 年 11 月には自治体へ
の書面報告に加えて、大沼ラムサールシンポ
ジウムを開催し、高校生の提言である環境ア
ピールを大沼地域ラムサール委員会に報告
し、複数の委員からコメントを聴取して協議
を行ない、双方向的な社会参加が実現した。
その効果については現在明らかではなく、今
後長期的に評価していく必要がある。 
（大沼水質改善運動の広がりと組織化） 
 本研究による ESD プログラムの導入以降、
地域住民による渡島大沼の水質改善の主体
的運動と自治組織が発生し、組織間の共同の
輪も形成されつつある。NPO 法人として環境
改善活動を実施する大沼水質改善研究会、環
境教育を実施する大沼・駒ヶ岳ふるさとづく
りセンター「大沼ふるさとの森自然学校」が
2010年以降結成された。毎年、国際的事業と
しては国際ワークキャンプが実施され、地元
の大学、自治体、NPO の共催によって大沼青
年環境サミットおよび大沼ラムサールシン
ポジウムが実施されている。環境改善のため
の試験研究としては 2011 年、2012 年に北海
道が大沼に建設した自然化護岸に在来水生
植物を移植する試みが共同で行われ、大沼に
おける自然生態系復元と賢明な利用のあり
方についての研究が進行しつつある。 



（社会参加アプローチの有効性） 
 これらの成果から、国際ラムサール条約に
登録されたモデル地域である渡島大沼にお
いて、水質環境問題と地域の持続的発展を促
すうえで、導入された ESD において社会参加
アプローチの有効性が確認されつつある。 
(9)モデル地域の今後の課題と問題解決計画
の修正と発展 
（モデル地域の将来的課題） 
 大沼地域における今後の課題は水質の改
善傾向が維持されるための流域監視と持続
性のある水質改善対策の実施である。とりわ
けどのような生態系が未来の大沼にふさわ
しいか、漁業者、農業者、観光者など、すべ
ての地域住民によって賢明な利用が促進さ
れ、美しい景観と生物多様性に富む望ましい
環境像を明らかにすること、そのためには過
去の大沼の環境を取り戻すための生態系復
元研究が求められる。また、そのような作業
過程に地域住民の社会参加を促す運動と組
織の結成が不可欠である。現在、もっとも注
目される組織は大沼地域ラムサール委員会
であるが、その権限、活動計画が定まってい
ないことは今後の課題である。 
（問題解決計画の修正と発展） 
 今後は大沼地域の持続的発展を担う中心
的組織である大沼地域ラムサール委員会を
維持し、支援するための手法および形成的な
活動評価枠組みの開発が重要な研究課題と
思われる。現在のラムサール委員会には環境
の専門性を有する地域人材が欠落し、専門家
の発掘と委員会構成員としての位置づけが
必要と思われ、地元大学の協力体制が期待さ
れている。今後は、モデル地域における環境
専門家と自治体職員が核となって地域ラム
サール委員会を支える体制を早期に実現し、
(3)に示した渡島大沼環境問題解決の 10段階
モデルにふさわしい新たな具体策の構想と
具体化を進め、問題解決計画を発展させるこ
とが求められている。 
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